
＜健康づくり分野＞

運動習慣・食生活の改善
〔リーダー：新潟県〕

都道府県名 事業名
岩手県 県民主体 健康度   支援事業
栃木県 身体を動かそうプロジェクト事業
栃木県 食  健康       事業
群馬県 元気に“動こう・歩こう”プロジェクト
埼玉県 健康長寿埼玉   普及促進事業
埼玉県 埼玉コバトン健康メニュー普及促進事業
新潟県 にいがた減塩ルネサンス運動
新潟県 企業のスポーツ活動支援促進事業
新潟県 幼児期からの運動習慣アップ支援事業
新潟県 子     歯予防 取組

都道府県名 事業名

富山県 ＩоＴを活用した運動習慣定着支援モ
デル事業 ※

富山県 野菜   一皿 食         事
業 ※

富山県 食の健康づくり推進事業 ※
富山県 とやま減塩プロジェクト事業 ※
富山県 働き盛りの健康づくり支援事業 ※

石川県 いしかわヘルシー＆デリシャスメニュー普及
事業

石川県 企業の「健康経営」総合推進事業 ※
福井県 ふくい健幸美食 Next stage事業
福井県 スニーカービズ推進事業

岐阜県  清流 国ぎふ」野菜ファーストキャンペー
ン

※を付けた事業は複数のWTに登録があるもの



都道府県名 事業名
静岡県 ふじ３３プログラム
静岡県 減塩５５プログラム

静岡県 社内食堂等におけるヘルシーメニューの
提供支援

奈良県 医農連携の健康づくり推進事業

徳島県       ＆野菜摂取量   推進事
業

香川県 健康   協力店（三 星      
チ店）推進事業

福岡県 食の健康サポート店の登録推進

福岡県 スポーツ・運動機会創出事業（スポーツ
スタートアップキャンペーン）

福岡県 県庁みんなでラジオ体操 ＆ Let’s walk
ふくおかプロジェクト

宮崎県 野菜摂取量増加 向  『ベジ活』、減
塩に向けた『へらしお』事業

運動習慣・食生活の改善



＜事業推進上の課題＞
・ 企業における健康づくり意識は、マンパワー不足等もあり、
地域保健と比較するとまだまだ未成熟
・ 地域保健のスキルを活かし、健康に関心のない企業も包
含した職域保健の意識醸成と取組促進が必要

＜横展開に向けての提言＞
○財政支援
・ 本事業は、企業における健康づくりの最初の一歩を後押
しするものであるが、各自治体の特性に応じた事業実施
のための補助制度等があれば、より多くの企業支援が可
能

運動習慣・食生活の改善 「県民主体の健康度アップ支援事業【岩手県】」

１．事業目的
働き盛り世代を中心とした住民の健康づくりのための環境整備
による県民の主体的な健康づくり支援

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
① ②の企業勧誘のための保健所単位の説明会開催
② 歩行数及び歩行年齢を軸とした６か月間の企業対抗チャレ
ンジマッチ
③ 参加者の内臓脂肪面積の測定（開始前と３か月後）による成
果の見える化
④ 健康的な食事セミナーの追加オプションによる食支援
⑤ 健康的な食事提供事業者（弁当事業者）等の育成
⑥ 健康的な食事推進マスター養成
※①～⑤については民間企業のスキル導入

⑦ プラス2000歩実践企画募集と周知
⑧ 健康スクラム推進連絡会（庁内連携会議）の開催

事業概要（取組の特長）

予算の推移

・ 平成３０年：33,431千円（一財・復興パワー）

予算推移

事業推進上の課題等

・ 主要疾病の年齢調整死亡率が全国低位
・ 65歳未満年齢調整死亡率からすでに全国を大きく上回っている
現状
・ 生活習慣では、特に歩行数増加が課題

・ 22企業1,122名の従業員でチャレンジマッチ実施
・ 内臓脂肪面積の平均値が減少した事業所の割合

男性 72.7% （16/22） 女性 81.8% （18/22）
・ 平均歩行時間が増加した事業所の割合

男性 68.2% （15/22） 女性 72.7% （16/22）
・ 当該事業終了後も自費で歩行数測定を継続する企業数

8企業 （36.4%）
・ 健康的な食事推進マスターの養成 99名

事業の成果等取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
プロジェクト参加団体の拡大
取り組みやすく魅力ある事業の推進

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 不要
○財政支援 引き続き国庫補助を要請したい

運動習慣・食生活の改善 「身体を動かそうプロジェクト事業【栃木県】」

１．事業目的

身体活動の増加を促し、生活習慣病の発症予防及び重症化予防
を目的とする。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

県民、健康づくり関係者、事業者、行政等が一体となって取り組
む「健康長寿とちぎづくり推進県民運動」の重点プロジェクトに設定
し、参加団体の活動を促進。

①ラジオ体操キャラバンの実施（H30年～）
誰もが知っていて気軽に実施できるラジオ体操を活用し、県内各地を
巡って、県民が運動を始めるきっかけづくりと習慣化を図る。

②とちぎ健康づくりロードの設定及び利用の促進（H26年～）
身近な観光スポットや自然の中を歩くことができるウォーキングコー
スを各地に設定し、歩くことへの関心や健康づくりの意識を高める。

③参加団体の活動支援
・身体活動を促進するための啓発資材等の配付
・日常生活に取り入れやすい運動方法等を紹介・実践する研修会の開
催

・プロジェクト参加団体数（H31年１月末現在）235団体
活動内容：ウォーキング大会、オリジナル職場体操の普及等
・ラジオ体操キャラバン（H30年度～）
H30年６月の県庁でのキックオフイベントを皮切りに、県、各市町
等のイベントや派遣希望のあった企業等で実施（14回(団体・企
業) 計1,639名が参加）
・とちぎ健康づくりロードの設定（県内全25市町に160コース設定）
・参加団体活動支援
啓発資材の配付（身体活動啓発パンフレット・ＤＶＤ、反射バンド
等）41,800部

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：4,048千円（一財・感染症予防事業費補助金）
・平成２９年：2,965千円（一財・特財・感染症予防事業費補助金）
・平成３０年：2,806千円（一財・感染症予防事業費補助金）

予算推移

事業推進上の課題等

・肥満者の割合が全国と比較して高い（男性3.2ポイント、女性3.7ポ
イント）
・全国に比べ運動習慣者の割合が低く（20歳以上の男性10.5ポイン
ト、女性4.1ポイント）、１日あたりの歩数も約300歩ほど少ない

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
平成30年度からの新規事業であり、プロジェクトの周知及
び参加団体の拡大が課題

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 不要
○財政支援 引き続き国庫補助を要請したい

運動習慣・食生活の改善 「食べて健康！プロジェクト事業【栃木県】」

１．事業目的
多様な主体による健全な食生活及び食習慣の確立に向けた取組を
通じて、県民の食生活の改善を図り、生活習慣病の発症予防及び重症
化予防を目指す。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
県民運動の重点プロジェクトとして、参加団体と連携して実施。

県民が「１日３食、野菜と食塩に留意して、きちんと食事をとる」ことを
目標に、次の取組を行う。（H30～）
①食生活改善活動の実践

啓発資材配布、研修会実施、イベント等での啓発ブース出展など
②食環境の整備活動
とちぎのヘルシーグルメ推進店(H27～)の拡大、給食施設等での

栄養成分表示、食に関するネットワークの構築など
③周知・啓発
テレビ等の広報媒体や専用オリジナルWEBでの紹介、メールマガ
ジンの配信などマスメディアによる啓発
オリジナルロゴマークやキャラクターを作成し、周知・啓発に活用

④野菜を食べよう 期間集中啓発（８～９月）
８月４日（栄養の日）、８月31日（野菜の日）を中心とした一斉啓発

（ポスター掲示・リーフレット配布、食育事業等との連携、市町・教育機関等にお
ける啓発、ヘルシーグルメ推進店における「野菜たっぷりメニュー」の提供、栄養
士会・食生活改善推進員による啓発など）

・プロジェクト等参加団体数（平成31年１月末現在）109団体
（内訳）地域包括支援センター、グループホーム、医療保険者、

ＪＡ、食生活改善推進員協議会、教育委員会、栄養士
会、調理師養成校、企業、飲食店など

・とちぎのヘルシーグルメ推進店登録数（平成31年１月末現在）77
団体
（内訳重複あり） 栄養成分表示 73

野菜たっぷりメニューの提供 9
ヘルシーメニューの提供 12
栄養情報提供・ﾍﾙｼｰｵｰﾀﾞｰ対応 16

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移 ※「とちぎのヘルシーグルメ推進店」登録拡大及び外食栄養成分表示推進事業費

・平成２８年：2,722千円（特財・感染症予防事業費）
・平成２９年：2,836千円（特財・感染症予防事業費）
・平成３０年： 608千円（一財・特財・感染症予防事業費）

予算推移

事業推進上の課題等

・ １日当たりの野菜の摂取量が350ｇに達していない（男性277.6ｇ、
女性274.8ｇ）
・１日当たりの食塩摂取量は減少しているが、目標値である８g未満
に達していない （9.8ｇ）
・朝食欠食者の割合が全国よりも高く（男性0.7ポイント、女性1.4ポ
イント）、男女とも10歳代後半から50歳代で高値

取組の背景
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１．事業目的
県民の健康づくりの実践事項である「ぐんま元気の５か条」の普

及戦略として第1条「元気に動いて、ぐっすり睡眠」の実践から健康
づくりの第一歩を踏み出すことができるよう「元気に“動こう・歩こう”
プロジェクト（以下、ＰＪ）を展開する。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①「支援・拡大・定着」の３つのＰＪを計画的に連動させて進める。
②1年目（H30）は、実践マニュアル・ツールの作成、実践リーダーの
育成などの「支援」、 ２年目（H31）から「拡大」「定着化」を進める。

＜事業推進上の課題＞
・市町村・保険者・企業・関係機関等との連携体制の強化
・健康無関心層へのアプローチの強化、成果の見える化

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「元気に“動こう・歩こう”プロジェクト【群馬県】」

○普及啓発（県民への発信力強化）
・プロジェクト「キックオフフォーラム」の開催（H30 ２２１人）
○実践リーダー育成研修の実施（H30 ２０人）
○実践ツール「ぐんま元気アプリ」に全市町村のウオーキン
グコース（35コース）を掲載
○実践マニュアル作成検討会の設置事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：－
・平成３０年：４，６８７千円（一財、地方創生推進交付金）
・平成３１年：１，９０６千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

○生活習慣病による死亡者数は、全死亡者数の約５割を占めてい
る。（人口動態統計）
○運動習慣のある者の割合は、男女とも約３割である。
○歩数の平均値（１人１日当たり）は約６，０００歩である。
（平成28年県民健康･栄養調査結果）

取組の背景

健康寿命の延伸のための実践事項
「ぐんま元気の５か条」

第１条 G  げんき(元気)に動いて ぐっすり睡眠
第２条 E えんぶん（塩分）ひかえて 食事はバランスよく
第３条 N なかま(仲間)をつくって 健康づくり
第４条 K きんえん(禁煙)めざして お酒は適度に
第５条 I いいは(歯)を保って いつも笑顔

●元気に“動こう・歩こう”プロジェクト ぐんま元気の５か条は第１条の実践から

PJ２ 拡 大PJ1 支 援 PJ3  定着化
●実践マニュアルの作成
●実践ツールの作成
「ぐんま元気アプリ」
※公共交通機関利用促進
アプリとのコラボ
・ウオーイングコース
・トレッキングコース
・健康情報

●実践リーダーの育成

●実践フォーラムの開催
・実践活動の事例発表
・ビンゴチャレンジの
表彰式
●リーダーの実践活動
・実践マニュアルの活用
・“動こう・歩こう”の
身体活動の目標
「グタイテキニ」の普及

連携・協働

●ぐんま元気アプリ
の活用促進
・ビンゴチャレンジ
ウオーキングコースを
歩いて参加するゲーム
●「グタイテキニ」の
宣言・実践

・チェックノートの作成
実践活動で配付・普及

グ具体的 タ達成可能な
イ意欲的に取り組める
テ定量化 キ期日を決める
ニ日課にできる

市町村・保険者・企業・公共交通機関
関係機関・団体 群馬県のマスコット「ぐんまちゃん」
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＜事業推進上の課題＞
・現役世代の参加者が少ない。
・教室型の事業であるため、参加者に対し、きめ細やかな
支援ができる一方、多くの参加者を動員することが難しい。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「健康長寿埼玉モデル普及促進事業【埼玉県】」

１．事業目的
健康寿命の延伸と医療費抑制

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①モデル市において医療費の抑制効果が実証された「毎日1万歩
運動」、「筋力アップトレーニング」に「バランスの良い食事」の視
点を加えた推奨プログラム「健康長寿埼玉モデル」として県内市
町村に展開。

②モデル実施市町村に対し、費用補助及びノウハウ提供と国民
健康保険保険給付費等交付金の重点配分等により支援。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：２８３，１９９千円
・平成２９年：２５１，８５０千円
・平成３０年： ３４，３１７千円

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・埼玉県は、平均年齢が若く、高齢化率が低い若い県であり、医
療費、介護給付費は全国一少ない。しかし、その分、今後の高
齢化スピードは全国でもトップクラスで推移することが想定され
る。

＜平成２７年度＞
参加団体：２０市町
参加者数：約５，０００人
＜平成２８年度＞
参加団体：２９市町村
参加者数：約１４，０００人

＜平成２９年度＞
参加団体：３３市町村
参加者数：約２４，０００人

※費用補助期間は３年間

その後は市町村が独自財
源で実施する。
（平成３０年度）
２０市町が独自財源で実施

5



＜事業推進上の課題＞

・「埼玉県コバトン健康メニュー」の県民の認知度が低く、ま
た、弁当等の取扱店舗数が限られているため、更なる周
知拡大を図る必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「埼玉県コバトン健康メニュー普及促進事業【埼玉県】」

１．事業目的
食塩相当量が少なく、野菜使用量が多
い、健康に良い食事の基準を定め、「埼
玉県コバトン健康メニュー」として推奨し、
健康長寿埼玉の実現を図る。

２．取組の特徴（特に工夫している部分に下線）
①外食への普及
・県庁第１・第２食堂、一般飲食店での定食メニューの提供
②中食（弁当）への普及
・スーパー（イオン、イトーヨーカドー、ケンゾー等）での弁当販売
③内食（家庭向け）への普及
・食生活推進委員によるレシピの開発、料理教室の開催
・県ホームページ、クックパッドでのレシピ掲載

・コバトン健康メニュー提供店 ５２店舗（平成３１年１月末現在)
・県ホームページへのレシピ掲載数 ９７（平成３１年１月末現在）
（内、クックパッドへのレシピ掲載数 ４３（同上） ）
・食生活改善推進員によるメニューの作成や研修会の開催
（平成２９年度実績：２０市町、２０回（５７７人参加））

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：７４０千円
・平成２９年：１，２４２千円
・平成３０年：１，２４２千円

予算推移

事業推進上の課題等

・食塩の摂り過ぎや野菜不足は、がん、生活習慣病につながるとさ
れているが、本県の食塩摂取量は、全国平均よりも高い。

・野菜摂取量は、全国平均よりは多いものの、健康日本２１の目標
値に届いていない。

取組の背景

ロゴマーク

定食メニュー
弁当

クックパッド

レシピカード
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＜事業推進上の課題＞
無関心層に働きかけるための取組の実施
食環境整備の更なる充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「にいがた減塩ルネサンス運動【新潟県】」

１．事業目的
脳血管疾患や虚血性心疾患の死亡数の低減

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①科学的な根拠と実効性を伴った施策設計

脳血管疾患や虚血性心疾患の死亡率の低減効果を試算し、県
民の最高血圧を低下させる効果を期待し、10年間で「食塩摂取量２
ｇの減少」、「野菜２皿の増加」、「果物１日１個程度の摂取」を目標
に運動を推進。

②気軽に「減塩」に取り組める環境の整備

民間事業者との連携による減塩商品の利用促進や、給食施設
や飲食店等と連携した社員食堂での食環境整備や従業員の食事
選択支援などを実施。

③「県民の高塩分摂取につながる食べ方」の要因分析

市町村や大学と連携し「高塩分摂取につながる食べ方パター
ン」について要因分析を実施。
その結果から明らかになった「塩をとり過ぎ県民の10の食習慣」

をもとに、子どもや高齢者、働く世代など各世代に合った普及啓発
を展開。

・県民1人１日あたりの食塩摂取量は、１０年前の11.5gから現
在の10.2ｇまで減少し、国平均摂取量とほぼ同水準になって
いる。
・飲食店やスーパー、事業所等におけるヘルシーメニューの
開発など、食環境整備の取組が増加した。
・平成27年に（公財）日本心臓財団から小林太刀夫賞、厚生
労働省からは「健康寿命をのばそう！アワード」において健
康局長賞表彰を受けるなど、一定の評価を得ている。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：６，２４４千円（一財）
・平成２９年：６，２８３千円（一財）
・平成３０年：５，９５０千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・本県の胃がん、脳血管疾患の死亡率は高く、いずれも全国平均
値を上回っている。

・胃がん、脳血管疾患に共通する生活習慣因子として「減塩」に着
目し、食環境の変化にも対応した新しい減塩運動を展開。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞

認定対象企業の掘り起こし、認定企業の効果的な周知・
ＰＲの実施（メリット感の強化）
県の同様な趣旨が盛り込まれた制度と整理統合予定

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

一般財源のみで実施しているが、財政支援があると
優れた取組の周知・ＰＲの強化が図れると考えている。

運動習慣・食生活の改善 「企業のスポーツ活動支援促進事業【新潟県】」

１．事業目的

従業員のスポーツ活動を奨励する取組やスポーツ分野における
社会貢献活動を実施している企業等を認定することで、認定企業
のスポーツ活動を促し、働く世代のスポーツ活動を促進。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
① 認定申請の受付・認定を随時実施。
② 積極的にその取組及び認定の事実について情報発信するこ
とを認定企業の責務としている。

③ 特に優れた取組について、毎年度４社程度、知事表彰を実施
④ 県内大学、県外の学生Ｕ・Ｉターン就職促進協定締結大学等
へ認定紹介冊子を配布し、県内企業のＰＲに活用。

⑤ 国のスポーツエールカンパニー制度と連動

取組例

認定実績（平成30年12月末現在）
平成28年度 ９社
平成29年度 ２２社
平成30年度 ９社
企業が自社のＰＲに活用

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：６７９千円
・平成２９年：２２７千円
・平成３０年：６７９千円

予算推移

事業推進上の課題等

○本県の「成人の週1日以上のスポーツ実施率」は50％に届いてお
らず、全国平均と比較しても低い状況
○また、50代までのスポーツ実施率が低く、働き盛り世代に働きか
けが必要

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞

所管の異なる相手方との事業実施のため、庁内、関係団
体、市町村所管課との慎重な調整が必要。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

スポーツ庁を始め関係省庁が連携し、幼児教育における
運動遊びの大切さ、重要性の普及・啓発をお願いしたい。

運動習慣・食生活の改善 「幼児期からの運動習慣アップ支援事業【新潟県】」

１．事業目的

運動機能が急速に発達し多様な動きを身に付けやすい幼児期
に「運動遊び」を経験することで、生涯にわたってスポーツ（運動）を
楽しむための基盤づくりを行う。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

① 日常的に子供と接する保育士等に、「運動遊び」に関する知
識や技能を習得する公開保育形式による研修機会の提供

② 総合型クラブの職員なども参加することで、子供の発達段階
に応じて指導できる地域の指導者の養成と指導体制の構築

○幼児期の運動遊びをテーマにした事業を県がモデル的に
実施するとともに指導者を養成することで、県内のどこに住
んでいても、誰でも、幼児期に「運動遊び」を経験もしくは指
導を受けることができる環境が構築されることを目指してい
る。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：
・平成２９年：
・平成３０年：４，８１１千円（特定財源）

予算推移

事業推進上の課題等

○社会環境やライフスタイルの変化により、運動の基本的な動きを
幅広く獲得する幼児期に日常的に体を動かす機会が減少

○幼児期によく体を動かして遊ぶ経験をした子どもは、その後も活
動的な傾向

取組の背景

研修会 参加 保育園

研修

（指導）

参加

委託 指導者

養成 など

　運動遊びの実践

大学等

県ｽﾎﾟｰﾂ

協会

県ｽﾎﾟｰﾂ課

保育士 園児

クラブ職員

ｽﾎﾟｰﾂ推進委員
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＜事業推進上の課題＞
・中学校でのフッ化物洗口等の取組が少ない
・12歳から17歳の間でむし歯は増加する。
（むし歯のない17歳の割合：61.2%（H29））

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
小・中学校等におけるむし歯予防対策の主な実施主体
である市町村への補助金制度を国へ要請したい。

運動習慣・食生活の改善 「子どものむし歯予防の取組【新潟県】」

１．事業目的
子どものむし歯予防

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
（１）学校等における子どものむし歯予防の取組
①学校等におけるフッ化物洗口の実施
・県は、市町村が行うフッ化物洗口の経費の一部を補助
（むし歯予防事業補助金：昭和56年～）
・県立学校でのフッ化物洗口の推進（教育委員会）
②学校と歯科診療所との連携によるむし歯予防を全県で展開
むし歯になりやすい子どもに対し、予防のために学校が医療機
関への受診勧奨を行う。

③学校等における給食後の歯磨きや歯科保健指導 （％）

（２）歯科疾患実態調査（昭和55年～）
毎年、県内の学校等における歯科保健対策の取組状況及び
むし歯有病状況を調査し、施策の評価、検討を行う。

・平成29年12歳児一人平均むし歯数が全国最少（18年連続）
第１位/新潟県0.4本、愛知県0.4本（全国平均：0:82本）

・むし歯のない12歳児の割合は過去最高
昭和55年：6.8%   平成29年：82.1%

・全30市町村でフッ化物洗口を実施（一部含む）
・全国初の「歯科保健推進条例」を制定（平成20年７月）
・市町村歯科保健計画が全30市町村で策定

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移（むし歯予防事業補助金・歯科疾患事態調査・
教育委員会予算）

・平成２８年：１５，７８４千円
・平成２９年：１５，０１３千円
・平成３０年：２１，０１５千円

予算推移

事業推進上の課題等

・昭和56年当時は「むし歯の洪水の時代」であり、治療が最優先
され、予防に目を向ける人は非常に少ない状況だった。
・子どものむし歯半減等を目標とした歯科保健対策を行政や歯科
医師会、大学、教育委員会等が一丸となって推進

取組の背景

平成29年度 保育所・幼稚園等 小学校 中学校

フッ化物洗口 73.6 89.4 47.3

歯みがき（給食後等に実施） 94.7 95.6 72.4

歯科保健指導 86.6 99.2 94.1

【対象】保育所、幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、
　　　　　中等教育学校、高等学校、特別支援学校の全施設

（一財・国費）
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＜事業推進上の課題＞
ＩｏＴ端末等の経費負担のあり方が課題（企業負担、個人負
担など）

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
平成29年度に地方創生推進交付金（横展開）の交付
不採択となり、恒久的な補助制度を創設して後押しするこ
とを要請したい。

運動習慣・食生活の改善 「ＩｏＴを活用した運動習慣定着支援モデル事業【富山県】」 ＊

１．事業目的
働き盛り世代の運動習慣の定着

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・ウェアラブル端末を活用して平均歩数の増加とＢＭＩ値の減少を目
指す企業チームの対抗戦「100日健康運動会」を開催
・歩数データ等をもとに保健師等が運動実践を継続的にサポート

・25社234名参加
・ＢＭＩ25以上の62名が平均1.2kg体重減少したほか、運動以
外にも食事に気を付けるようになったケースも見られた。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：３，４５５千円（一般財源）

予算推移

事業推進上の課題等

・20歳～50歳代の働き盛り世代の運動習慣者の割合が低い
・特に無関心層をターゲットに、「日常生活の中」において「楽しみな
がら」「継続して」健康づくりに取り組める環境づくりが必要
・企業における「健康経営」の推進

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
野菜摂取量の向上に向けて更なる普及啓発が必要

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
平成29年度に地方創生推進交付金（横展開）の交付
不採択となり、恒久的な補助制度を創設して後押しするこ
とを要請したい。

運動習慣・食生活の改善 「野菜をもう一皿！食べようキャンペーン事業【富山県】」 ＊

１．事業目的
家庭における野菜摂取１日350gの目標達成に向けた普及啓発を
県内全域で実施し、県内の機運を醸成

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
(1)家庭での野菜摂取を促進するための店頭キャンペーン
野菜の日（8月31日）に合わせて、野菜を
販売する小売店（スーパー、コンビニ、八
百屋）の店頭において、家庭での野菜摂
取を促進する普及啓発を実施

（2）ウォーキングイベント会場での野菜摂取
ＰＲの実施
富山県民歩こう運動推進大会など県主催
のウォーキングイベントにおいて、参加者
へのインセンティブを兼ねて、野菜350gの
目安を実感してもらい野菜摂取ＵＰにつな
げるため、県産野菜350gセットを配布

・協力店舗数 623店舗
・独自に野菜メニューの試食会を開催したり、食品メーカーと
協力してキャンペーンを開催するなど機運が高まる。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：３，６００千円（一般財源）
・平成３０年：５，０００千円（一般財源）

予算推移

事業推進上の課題等

・県民の１日あたりの野菜摂取量は、目標値350gに対して280gと
あと70g不足している状況
・特に20歳～50歳代の働き盛り世代の野菜摂取量が低い

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
大型チェーン店など全国規模での飲食店における登録が
課題

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
平成29年度に地方創生推進交付金（横展開）の交付
不採択となり、恒久的な補助制度を創設して後押しするこ
とを要請したい。

運動習慣・食生活の改善 「食の健康づくり推進事業【富山県】」 ＊

１．事業目的
「外食」における食生活改善の環境づくり

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
野菜たっぷり、減塩、シニア向けメニュー等を提供する飲食店を
「健康寿命日本一応援店」として登録、各地域の優良モデルを月刊
情報誌に30店掲載

・登録店舗数 196店舗
・応援店への参加を機に健康に配慮した独自メニューを考案
する店舗あり

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：１１，０００千円（一般財源）
・平成３０年： ５，７００千円（一般財源）

予算推移

事業推進上の課題等

・県民の１日あたりの野菜摂取量は、目標値350gに対して280gとあ
と70g不足している状況
・食塩摂取量は男性11.0g、女性9.1gであり、１日あたりの望ましい
食塩摂取量となる男性8.0g、女性7.0gを上回っており、あと2～3g程
度の減塩が必要

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
なし

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「とやま減塩プロジェクト事業【富山県】」 ＊

１．事業目的
食塩摂取量を減少させることを目的に、幼少期から薄味になれる
ため、学校給食パンの減塩化を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・平成２８年４月から県内の公立小中学校272校における給食パン
を15％減塩化（2.0g/食→1.7g/食）（米粉パンを含む米飯給食の
入善町を除く）
・幼少期から塩分の少ない味に慣れてもらい、将来の健康増進に
つなげる

・米飯給食の入善町を除く県内14市町村の公立小中学校
272校において、平成28年4月から給食パンを15％減塩化

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
なし

予算推移

事業推進上の課題等

・食塩摂取量は男性11.0g、女性9.1gであり、１日あたりの望ましい
食塩摂取量となる男性8.0g、女性7.0gを上回っており、あと2～3g程
度の減塩が必要

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
利用者の更なる拡大が必要

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
平成29、30年度に地方創生推進交付金（横展開）の交付
不採択となり、恒久的な補助制度を創設して後押しするこ
とを要請したい。

運動習慣・食生活の改善 「働き盛りの健康づくり支援事業【富山県】」 ＊

１．事業目的
主に働き盛り世代に対する健康づくりを支援することを目的として、
スマートフォン歩数計アプリを使用した健康ポイント事業を実施

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
(1) 前期（5～9月）と後期（10～2月）の２部制により実施
[ポイント付与]
・毎日の体重チェック １日５Point
・歩数目標達成ポイント １日２０Point（半分達成１０Point）
・健康クイズ １日５Point
・健康診断受診 １回100Point

（2）協賛企業によるインセンティブ付与

・アプリ利用者数（ダウンロード数）
7,074件（平成31年1月28日現在）
・運動習慣者の割合が最も低い40歳代が最多利用
・歩数状況を集計（H29.9～H30.2）したところ、１日9,000歩
以上の利用者が24.8％

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：１０，０００千円（一般財源）
・平成３０年： ８，０００千円（一般財源）

予算推移

事業推進上の課題等

・20歳～50歳代の働き盛り世代の運動習慣者の割合が低い
・特に無関心層をターゲットに、「日常生活の中」において「楽しみな
がら」「継続して」健康づくりに取り組める環境づくりが必要

取組の背景

協賛企業による
インセンティブ付与 健康クイズdeポイント健康ポイント画面 健康診断受診
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＜事業推進上の課題＞
いしかわヘルシー＆デリシャスメニューを日々の食事
に取り入れてもらうには、提供する食堂・店舗等の更な
る拡大が必要。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「いしかわヘルシー＆デリシャスメニュー普及事業【石川県】」

１．事業目的
「食」を通した生活習慣病予防⇒健康寿命の延伸
県で開発した「いしかわヘルシー
＆デリシャスメニュー」を『外食』
『中食』『内食』の全ての食事の
機会への普及を図り、食を通した
生活習慣の改善に総合的に取り
組む。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①外食（社員食堂等）への普及

社員食堂等でいしかわヘルシー＆デリシャスメニュー又はその基準を
満たす食事の提供を推進

②中食（総菜等）への普及
スーパーマーケットでの総菜販売、レシピカードの配布

③内食（家庭向け）への普及
・若者世代向けに手軽にできるいしかわヘルシー＆デリシャスメニュー
チラシの作成・配布
・食生活改善推進員による料理教室の開催

④外食・中食への普及～野菜１品プラス運動～
普段の食事に野菜を１品追加することを啓発

・県内全市町で食生活改善推進員による料理教室を開催
平成２９年度：計６７回、１，２７７名が参加

・スーパーマーケットでの総菜販売日数の拡大
平成２９年度：２８日、平成３０年度：５６日（１月現在）

・社員食堂でのメニューの基準を満たす食事の提供
平成３０年度：県庁内食堂で９日間（１月現在）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：３，０００千円（一財）
・平成２９年：２，３００千円（一財）
・平成３０年：３，５００千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上、ほぼ毎日
とっている者の割合が半数に満たない
・野菜摂取量が３５０ｇに到達していない
・食塩摂取量が全国よりも多い

取組の背景

＜いしかわヘルシー＆
デリシャスメニューの基準＞

エネルギー控えめ ６００ｋｃａｌ以下
塩分控えめ ３ｇ以下
野菜たっぷり １５０ｇ以上
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＜事業推進上の課題＞
・健康経営に取り組む企業をさらに増やす必要がある。
・いしかわ健康経営宣言企業が、自主的に継続した取組を
実施していけるよう取組支援を強化していく必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「企業の「健康経営」総合推進事業【石川県】」 ＊

１．事業目的

保険者等と連携し、中小企業の健康経営の推進することで、働く
世代の健康づくりを支援し、健康寿命の延伸を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

健康経営の推進のため、経営者への意識啓発、実践活動への支
援、顕彰、普及まで総合的な支援を行う。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成３０年：8,000千円 （平成３０年度新規事業）

予算推移

事業推進上の課題等

・健康寿命の更なる延伸のためには、食と運動の課題の多い働く
世代の健康づくりが重要である（運動習慣が少ない、食塩摂取量が
多い、野菜摂取量が少ない）

・企業において「健康経営」の考え方が注目されていることから、こ
れを支援することで働く世代の健康づくりを推進する。

取組の背景

・健康経営に取り組む企業の増加
いしかわ健康経営宣言企業の認定 202社（H31.1月末）
・企業における健康づくりの取組を支援
働く世代の健康づくり支援事業 補助企業8社
企業対抗型健康づくり事業 参加企業 32社297名
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＜事業推進上の課題＞

認証メニューをより多くの店舗で、年間を通して購入できる
環境づくり

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

健康的な生活習慣づくり重点化事業（補助金）の
恒久的な継続をお願いしたい。

運動習慣・食生活の改善 「ふくい健幸美食 Next  stage 事業 【福井県】」

１．事業目的

「ふくい健幸美食」の普及による、県民の健康課題の改善に向けた
適切な食生活支援

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

・メタボ対策として、低塩分で野菜を多く使用した定食や、衣を薄くし
た揚げ物など、県独自の認証基準を満たすメニューを「ふくい健幸美
食」として認証

・また、若者世代や高齢者世代の低栄養対策として、不足しがちな栄
養素や食材を強化したモデルメニューの開発・普及

・食品事業者等で構成する協議会を立上げ、 県民の健康課題の共
有と、食環境のあり方について検討

・食生活改善推進員が、昼休みの時間などに事業所を訪問し、肥満
ややせの予防についてリーフレットを用いたミニ講座や減塩の野菜
料理の試食、みそ汁の塩分濃度の測定等を実施

・「ふくい健幸美食」認証メニュー数 ： 287メニュー（H29）
・「ふくい健幸美食」認証メニュー提供店舗数： 290店舗（H29）
・「ふくい健幸美食」売上食数 ： 8日間で18,526食(92店舗分）
・食品事業者の事業参加前後における意識の変化
◆ お客さんの健康のためにヘルシーメニューを提供したいと思う

（参加前） 61% → （参加後）79%
◆ 自分は健康を意識した食生活をしている

（参加前） 49% → （参加後）65%

・食生活改善推進員による事業所訪問数： 242 （H27～29の合計）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： ２,４９６千円 （一財・国庫補助金）
・平成２９年： ２,４９６千円 （一財・国庫補助金）
・平成３０年： ２,０５２千円 （一財・国庫補助金）

予算推移

事業推進上の課題等

・働き世代の男性で、メタボ割合が増加傾向にある
・20歳代で、やせの割合が男女ともに増加傾向にある
・高齢者世代で、低栄養の者の割合が増加傾向にある
・共働き世帯割合が全国一高く、惣菜の支出額が全国一多い

取組の背景

認証メニュー提供店舗数の推移

認証マーク

（店）
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＜事業推進上の課題＞
全国でスニーカービズの認知度や実践率が上がれば、あ
らゆる世代や職種で気兼ねなく実践が進む

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 ：なし
○財政支援 ：なし

運動習慣・食生活の改善 「スニーカービズ推進事業【福井県】」

１．事業目的

“スニーカービズ”で通勤・勤務時間中の“歩く機会”の増加を促す

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①誰にでもできる手軽な取り組み
・通勤・勤務時間中に履く靴をスニーカーに象徴される歩きや
すい靴に変えるのみ

②お金がかからない
・スニーカーは大抵の者が既に所有しており、あるいは比較的
安価で購入できる

③具体的な目標（プラス１０００歩（１０分間））を設定
・１日８０００歩を目指し、本県男女平均７０００歩からプラス
１０００歩を呼び掛け

④幅広い世代や様々なTPOにあわせて取組みが可能
・見た目はフォーマルながら歩きやすい“ビジネススニーカー”
の着用で、年配の職員や会議がある日でも取り組みが進む

〇実践事業所数：県内３６０事業所（H31.1月現在）
〇歩数増加効果
・スニーカービズ実践日は平均で約１３００歩歩数増加
（県職員１２名が３か月間万歩計を着けて調査）

〇取組みの継続性
・歩数増加効果を実感できること、およびその快適さから
スニーカービズをやめられなくなる職員が続出

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年： ３７６千円（一財）
・平成３０年：１，９２７千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

〇歩数不足が本県の健康課題
・生活習慣病の予防ラインである８０００歩に満たない
（男性７４１０歩：２８位、女性６５６６歩：３４位）

取組の背景

19



＜事業推進上の課題＞

啓発や意識涵養に加え、企業との連携等、幅広い取り組み
が求められる。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「 「清流の国ぎふ」野菜ファーストキャンペーン【岐阜県】」

１．事業目的
多くの野菜を摂取できる新たな食環境をつくり、野菜摂取の必要
性を伝えることで、県民の野菜摂取量全国一位を目指す。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
「野菜ファースト」をキーワードとして、県民の野菜摂取量の目
標値（１日あたり３５０ｇ以上）の達成と全国一位を目指し、食育関
係団体や商業施設等と協働して、多くの野菜を摂取できる新たな
食環境づくりや野菜摂取の重要性についての普及啓発を推進す
る。
野菜ファーストとは「いつもの食事に+（プラス）野菜１皿」、「食事
の１番最初に野菜を食べましょう」、「野菜摂取量全国１位を目指
しましょう」から、キャンペーンのタイトルとした。

（事業展開）
・道の駅、商業施設と協働したキャンペーンの展開
・農産物所管課等と連携したイベント
・小中学校と協働した情報発信
・インスタグラムによる情報の発信

平成３０年の啓発活動（含 取組み見込み）

道の駅 ： ９か所
商業施設 ： １７か所
大学食堂等 ： １３か所

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：平成３０年度新規事業
・平成２９年： 〃
・平成３０年：２，８００千円

予算推移

事業推進上の課題等

岐阜県の健康増進計画である「第３次ヘルスプランぎふ２１」では、
平成３５年度の県民の野菜摂取量の目標値を、１日あたり３５０ｇ以
上としている。
※現在値 男性２７３ｇ全国３８位、女性２５７ｇ全国３３位

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞

・健保組合や協会けんぽと連携し、事業所への普及をさらに
進めていく必要がある。

・各事業所の健康課題に沿った視点でのプログラムを検討し
ていく必要がある。

運動習慣・食生活の改善 「ふじ３３プログラム【静岡県】」

１．事業目的

働き世代からの健康づくりを支援するために、望ましい生活習
慣の定着を図り、健康寿命の更なる延伸を目指す。
２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

ふ 普段の生活で

じ 実行可能な

３ 「運動」・「食生活」・「社会参加」

３つの分野の行動メニューを

３ ３人一組で、まずは３か月間

実践する

※望ましい生活習慣の改善を目指す

プログラムです。

☆３人（複数）で実践 ⇒ 継続率、達成率が高い

☆社会参加に着目 ⇒ 静岡県高齢者コホート研究結果から

☆とりあえず３か月 ⇒ 改善の成果が実感できる期間

３．健康長寿プログラム推進委員会を設置

大学教授等の委員を委嘱し、プログラムの内容・普及方法や進
捗管理を定期的に実施

〇ふじ３３プログラムの普及

〈目標〉2022年までに県内35市町で実施（第３次ふじのくに
健康増進計画）→ H29年度までに35全市町で実施した。
事業所はH26～30年度まで毎年10～16箇所で実施した。
〇 教室参加者の変化

体力測定の数値、生活習慣（運動・食生活・社会参加）、主観
的健康観の改善が認められた。事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成28年：13,215千円の一部
・平成29年：13,057千円の一部
・平成30年：3,000千円の一部

予算推移

事業推進上の課題等

静岡県の健康寿命はトップクラスだが、平均寿命と健康寿命との
差は男性約８年、女性は約11年あり、健康で長生きするためには、
さらに健康寿命を延ばす必要がある。

そのため、「運動」「食事」「社会参加」の３分野に着目し、働き盛り
世代を対象としたプログラムを開発した。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
チェック票を活用した「気づいて減塩」が進んでいる中、 「気
づかず減塩」となる環境づくりをさらに進めていく必要がある。

運動習慣・食生活の改善 「減塩５５プログラム【静岡県】」

１．事業目的
脳血管疾患の減少を目的に、５年で５％の減塩を目指す。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・「お塩のとりかたチェック票」の開発

・「気づいて減塩」「気づかず減塩」の二本柱で取組の推進
気づいて減塩＝チェック票により自らの食塩摂取状況に気づき、

減塩行動につなげる取組（ポスター、卓上ポップ、
チェック票活用事例集の作成等）

気づかず減塩＝関心のない人でも減塩できる環境整備（給食施
設におけるメニューの減塩化、しずおか健幸惣
菜の普及啓発等）

・お塩のとりかたチェック票 配布数 約162,000部
・食塩摂取量の簡便に把握できるチェック票及び地域診断
のツールとして、健康福祉センターや市町、医療機関、給
食施設等で活用されている。
・給食施設におけるメニューの減塩化が進んだ。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：6,000千円の一部
・平成２９年：11,158千円の一部
・平成３０年：1,500千円の一部

予算推移

事業推進上の課題等

・脳血管疾患（脳出血）による死亡が全国より多い。
・食塩摂取量が多く、また目標量を上回っている。（国民健康・栄養
調査）
・高血圧有病者が東部地域に多い。（特定健診データの分析）

取組の背景

QRコード
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＜事業推進上の課題＞
・継続的な提供に向けたレシピの増加、充実
・飲食店や弁当販売店等への展開方法

運動習慣・食生活の改善 「社内食堂等におけるヘルシーメニューの提供支援【静岡県】」

１．事業目的

働き盛り世代の食環境を支援するため、社員食堂やスーパー
マーケットで提供ができるヘルシーメニュー（しずおか健幸惣菜）の
レシピを募集し、普及・啓発する。
２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・組み合わせることで栄養バランスのとれた食事となる「おかず」
を「しずおか健幸惣菜」として、県独自の基準を設定した。
・社員食堂（給食施設）やスーパーマーケットの献立作成担当者
から募集した基準を満たしたレシピを、レシピ集にまとめた。
・「しずおか健幸惣菜」であることがわかるマークを作成し、企業
がシールやポスター等の啓発ツールに使用できるようにした。
・県庁内食堂で、毎月「しずおか健幸惣菜」を取り入れたメニュー
を提供し、職員や県民に啓発している。

・第1回レシピ応募数 31レシピ（うちレシピ集掲載25レシピ）
・第２回レシピ応募数 38レシピ（うちレシピ集掲載29レシピ）
・レシピ集の配布等により、社員食堂・スーパーマーケットに
おいて、しずおか健幸惣菜の販売が始まっている。
（平成30年度マークを活用した販売数）
スーパーマーケットでの提供 約1,400食
社員食堂での提供 約9,445食事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成29年：1000千円（新規）
・平成30年：1500千円

予算推移

事業推進上の課題等

・成人１日あたり野菜摂取量は都道府県別で男性36位、女性41位
・食塩摂取量は男女とも目標値を超えている
・社員食堂（事業所給食）で提供される給食は１日99,325食
・調理食品購入金額は全国で静岡市1位、浜松市４位

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・健康度の効果判定手法の検討

運動習慣・食生活の改善 「医農連携の健康づくり推進事業【奈良県】」

１．事業目的
保健指導対象者等リスク保持者などを対象者とし、定期的に
健康チェックを行いながら、農作業を行い、リスクの改善や
重症化予防を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
市町村又は市町村と連携して事業を実施する団体（NPO法人
等）に対して、農業を始めるために必要な農地賃借料、指導
者謝金等の一部を補助する。(平成３０年度より取組スタート)

健康寿命の延伸と医療費適正化への寄与

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成３０年度：４，４００千円 ＜補助率１／２＞

（補助金1,000千円/4ヶ所、事務費400千円）

予算推移

事業推進上の課題等

・本県の人口が減少に転じている中、高齢化率は上昇しており、
平成37年には32.6％にまで上昇すると推計される中、健康寿
命延伸に寄与する取り組みやすい健康行動を考える必要が
ある。

・農作業については、農林水産政策研究所等様々な機関が効
果を発表し、一般的な健康づくりより飽きにくいとされている
ため、この健康行動の普及に取り組む。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
健康づくり施策を県民運動へと広げる体制ができては
いるものの施策の浸透や成果に現れるには、息の長い
取組みが必要である。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 健康立国のための健康づくり全般を支える

環境整備や地域づくりを推進するためには，
事業補助対象を細かく限定することなく、
地方の実情に合わせ、自主性を尊重した
柔軟に活用できる財政支援が必要である。

運動習慣・食生活の改善 「ウオークビズ＆野菜摂取量アップ推進事業【徳島県】」

１．事業目的
運動習慣の定着化と望ましい食習慣の確立による健康寿命の延伸

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①県民総ぐるみによる「健康とくしま運動」とし、生産者から消費者まで、

保育所・学校から事業所や医療福祉関係者まで多種多様な団体の参加
と全庁挙げての推進体制の確立

②「とくしま野菜週間」に県下一斉集中啓発活動と「野菜摂取量アッ
プ！チャレンジ事業」（H30.8～）の実施
③「ウォークビズ」 県職員から全県展開へ（H30.7～）
・H31.1にはキックオフイベントを開催し，健康経営の観点から全県展開

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：８，９８７千円（一財，国庫）
・平成２９年：８，７２０千円（一財，国庫）
・平成３０年：７，５２０千円（一財，国庫）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・平成５年から、平成１９年を除く平成２５年まで糖尿病死亡率全国ワースト１位。
・平成１８～２２年の国民健康栄養調査で野菜摂取不足の現状が明らかとなった。
・１日の平均歩数が全国平均よりも少ない。
・糖尿病を発症しやすい生活習慣（食べ過ぎ・運動不足）

・野菜摂取量（国民健康・栄養調査結果より）
平成22年 平成24年 平成28年

男性 ２４５ｇ（47位）⇒ ２６２ｇ（45位）⇒ ３１３ｇ（8位）
女性 ２４１ｇ（46位）⇒ ２６４ｇ（38位）⇒ ３０９ｇ（3位）
・健康とくしま応援団登録数

１，８３５事業所（平成３１年１月末現在）
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＜事業推進上の課題＞

飲食店を利用する県民のニーズに応じ、事業内容を充実させ、
登録店舗の更なる拡大及び県民への認知度向上を図る。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「健康づくり協力店（三つ星ヘルシーランチ店）推進事業【香川県】」

１．事業目的

県民の健康的な食生活をサポートするため、主食・主菜・副菜が揃い、野菜
たっぷりのバランスメニューを提供する飲食店を、「健康づくり協力店 三つ星ヘ
ルシーランチ店」として登録することにより、外食者のための食環境の整備を図
る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・登録証の発行・提示、ガイドブックの作成による県民への店舗利
用促進活動への支援
・6月の「かがわ食育月間」、19日の「かがわ食育の日」において、
三つ星ヘルシーランチ店にてキャンペーンを実施。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：３１５千円
・平成２９年：２６５千円
・平成３０年： ７５千円

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

登録店舗数 55店舗（H30.12月末）

・糖尿病死亡率が全国4位（H29人口動態統計）、糖尿病受療率が全国2位
（H26患者調査）
・野菜摂取量は男女ともに全国平均を下回っている（H28県民健康・栄養調査）
・働き盛り世代の男性で肥満の割合が高い（H28県民健康・栄養調査）
・男性の約半数、女性の約3割は外食を週1回以上利用している。（H28県民
健康・栄養調査）

・県民の半数以上は、飲食店に栄養バランスのとれたメニューが揃うことを
望んでいる（H28県民健康・栄養調査）
・個人が継続的に糖尿病をはじめとする生活習慣を改善し、病気を予防する
など、積極的に健康を増進することが重要

（１）メニューの栄養成分表示
（２）健康に配慮したメニューの提供（次の要件をすべて満たすこと）
①主食、主菜、副菜がそろっていること。
②エネルギーは、店の主な利用者の推定エネルギー必要量の概ね１／３
程度であること。
③野菜たっぷりメニューであること。
（野菜・きのこ・海藻等の合計が１２０ｇ以上又は副菜２つ（SV）以上の
メニュー）
④油・砂糖・塩はひかえめであること。
（３）ヘルシーオーダーの実施
（４）健康づくり情報の提供
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＜事業推進上の課題＞
インセンティブの充実により、登録店舗数の更なる拡大を図

る必要があるほか、各登録店舗の情報発信力の強化を図る
必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「食の健康サポート店の登録推進【福岡県】」

１．事業目的
県民の食を通じた健康をサポートするため、健康の維持・増進
に寄与する外食・中食等の基準を定め、その基準を満たすメ
ニュー（ヘルシーメニュー）を提供する飲食店等を「健康サポート
店」とし、食環境の整備を図る。
（ヘルシーメニュー）
・野菜たっぷり（緑黄色野菜を含め２種類以上かつ100g以上）
・塩分ひかえめ（主食・主菜・副菜で食塩相当量2.5g未満）
・カロリーひかえめ（主食・主菜・副菜で450～650kcal程度）

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・登録証の」発行・掲示による販売促進活動への支援
・６月の食育月間、１１月の食育・地産地消月間において、県内各
地で登録店舗と一体となったキャンペーンを展開。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年度：５３８千円 （国庫２６２ 一財２７６）
・平成２９年度：５６６千円 （国庫２７６ 一財２９０）
・平成３０年度：８３８千円（国庫４１７ 一財４２１）

予算推移

事業推進上の課題等

○ 本県の食塩摂取量は全国平均より多い。
○ 野菜摂取量は全国平均を上回っているが、食生活上適正とさ
れる目標量とは乖離。
○ バランスのとれた食生活の改善に、継続して取り組んでいくこと
が必要。

取組の背景

H30.6月
登録店舗で
のキャンペ
ーンの様子

登録店舗数 １１９２店舗（Ｈ３０年１２月末）
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＜事業推進上の課題＞
特になし

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「スポーツ・運動機会創出事業（スポーツスタートアップキャンペーン）【福岡県】」

１．事業目的
スポーツを実施したいが実施できていない20～40代の県民をター
ゲットにスポーツを行うきっかけ（機会）を作る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
○６地区（福岡、北九州、北筑後、南筑後、筑豊、京築）にあるショッ
ピングセンターにおいて、スポーツメニューの紹介や体験できる
ブースを設置。

＜実施主体＞ 各種スポーツメニュー及び指導者を有する団体

＜実施場所＞ 県内ショッピングセンター及び商店街等

○スポーツになじみのない県民にスポーツに触れる機会を
提供することができた。
（参加者の57％が日ごろスポーツを行っていない）
○ 参加者の半数がスポーツ実施率の低い２０ ４０であっ
た。（参加者の49％が20 40代）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： －
・平成２９年： －
・平成３０年： 4,215千円

予算推移

事業推進上の課題等

○本県は、週１回以上継続的に運動やスポーツに取り組んでいる
成人の割合が36.3％と低い（全国平均42.5％）。
○特に、20～40代のスポーツ実施率は、平均して27.2％と低い。
○しかし、スポーツを実施していない20 40歳代全体の86.2%が実
施（継続）意向をもっており、その中の59％が「仕事や家事・育児等
で忙しく時間がなくできない」と回答している

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞

・ラジオ体操は昼休みに実施したため、職員の服務の関係上、
自主的・自発的な参加となった。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

運動習慣・食生活の改善 「県庁みんなでラジオ体操 ＆ Let’s walk ふくおかプロジェクト【福岡県】」

１．事業目的
・東京2020オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の開催

2年前を記念した大会の気運醸成のため、オリンピックの開会式
が開催される7月24日から、パラリンピック閉会式が開催される9
月6日までの45日間、県庁職員を対象に、大会の気運醸成のた
めに昼休みのラジオ体操の実施と、通勤時や勤務時に歩きやす
い靴の着用を奨励する

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・取組みの開始初日にキックオフイベントとして、福岡県からトップ
リーグを目指すチームの選手をゲストに招き、ラジオ体操を行う
・毎日12時50分から、「ラジオ体操第一」の全庁放送を行う。
・取組への関心を高めるため、ラジオ体操の放送冒頭に、東京

2020大会関係者や福岡県ゆかりの著名人から、取組みへの
応援メッセージを放送する。
鈴木 俊一 氏（東京オリパラ大会担当大臣）
谷口 亮 氏（東京2020大会マスコット作者）
柴原 洋 氏（福岡県スポーツ審議会委員、元プロ野球選手）

・午後の勤務開始に向け、心身のリフレッシュとなった。
・スニーカーの着用により、階段を利用する機会が増えた。
・期間終了後も一部の職員はスニーカー通勤を継続。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算なし

予算推移

事業推進上の課題等

・東京2020オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の開催
を2年前に控えている。
・「スポーツ立県福岡」の実現に向け、まずは県庁職員が率先して
運動・スポーツに親しむきっかけをつくる。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・ベジ活応援店登録数が伸び悩んでいるため、インセンティ
ブの充実等により、協力店舗数の更なる拡大を図る必要が
ある。
・ベジ活応援店、へらしお実施店舗等の取組について、県民
への周知を図り、利活用を促進する。
・食環境整備の更なる充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 国の補助制度の創設をお願いしたい。

運動習慣・食生活の改善 「野菜摂取量増加に向けた『ベジ活』、減塩に向けた『へらしお』事業【宮崎県】」

１．事業目的
健康寿命の延伸に向けて、食環境の整備を図り、県民の「食」を
通じた健康づくりをサポートする。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
(1)「ベジ活」（※１） 県民の野菜摂取量の増加に向けた取組

※１「ベジ活」：野菜（ベジタブル）を積極的に食べる活動

①ベジ活応援店登録事業
県民の野菜摂取に向けた取組を行う飲食店、弁当店及び総
菜店を「ベジ活応援店」として登録。

②ベジ活キャンペーン（平成30年度実施）
ベジ活応援店のうち、飲食店でベジ活メニューを食べた来店
者にプレゼント応募はがきを配布。

③ベジ活LINEスタンプの発行（平成30年の実施）
みやざき犬（宮崎県のゆるキャラ）と野菜をコラボレーション
させたＬＩＮＥスタンプを発行。

(2)「へらしお」（※２） 県民の塩分摂取量の減少に向けた取組
※２「へらしお」：塩分を減らす取組

○「へらしおキャンペーン」（平成30年度実施）
県内店舗にて、減塩食品を陳列したへらしおコーナーの設置
のほか、へらしおメニュー・総菜の開発を行う。

・野菜摂取量（県民健康・栄養調査結果）
H23年度：241g  H28年度：278g
・ベジ活応援店の増加（数字は各年度末の状況）

H27年度：79件
H28年度：31件（計110件）
H29年度：17件（計127件）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：ベジ活3,238千円
・平成２９年：ベジ活3,238千円
・平成３０年：ベジ活2,762千円、へらしお1,034千円

予算推移

事業推進上の課題等

・20歳から60歳代の男性の肥満者の割合が増加し、約４割を超えて
いることから、食事のバランスと内容を見直す必要がある。
・県民の１日平均野菜摂取量は278gと増加しているが、1日に必要と
される350gに達しておらず、74％の県民は野菜摂取量が不足して
いる。
・塩分を摂り過ぎている県民の割合、1日平均食塩摂取量ともに増加
がみられる。

取組の背景
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